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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第２四半期連結
累計期間

第74期
第２四半期連結

累計期間
第73期

会計期間

自平成25年
４月１日
至平成25年
９月30日

自平成26年
４月１日
至平成26年
９月30日

自平成25年
４月１日
至平成26年
３月31日

売上高 （百万円） 35,621 34,728 88,066

経常利益 （百万円） 801 479 3,094

四半期（当期）純利益 （百万円） 511 311 1,859

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,966 1,865 3,180

純資産額 （百万円） 26,453 28,797 26,928

総資産額 （百万円） 64,960 69,241 64,327

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 20.25 12.33 73.66

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 40.53 41.39 41.64

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,480 △4,038 1,565

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,217 △1,074 1,562

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 4,657 6,432 △2,956

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 9,273 5,369 4,050

 

回次
第73期

第２四半期連結
会計期間

第74期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成25年
７月１日
至平成25年
９月30日

自平成26年
７月１日
至平成26年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.41 7.54

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。又、主要な関係会社における異動もありません。

EDINET提出書類

名工建設株式会社(E00201)

四半期報告書

 3/25



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の積極的な金融・経済政策や足許の円安・株高に支え

られ、企業収益も改善し緩やかな回復基調にありますが、輸入物価の上昇、消費増税を背景に国内物価の上昇、

個人消費の低迷等により、国内景気の持ち直しの動きは鈍い状況となっております。

建設業界におきましても、受注環境は活性化してまいりましたが、労務費や建設資材価格の上昇が懸念され、

収益環境は厳しい状況が続いております。

このような情勢下、当社グループは、安全と品質確保並びに技術力の向上を重点に事業活動を積極的に進めま

した結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高が34,728百万円（前年同期比892百万円減）となり

ました。利益におきましては、営業利益が353百万円（前年同期比327百万円減）、経常利益は479百万円（前年

同期比322百万円減）、四半期純利益は311百万円（前年同期比200百万円減）となりました。

なお、当社グループの主たる事業であります建設事業は、工事の完成引渡しが下半期、特に第４四半期に偏る

という季節的変動要因があります。

セグメントの業績は、次の通りであります。

（建設事業）

当第２四半期連結累計期間については、完成工事高が前年同期比346百万円（1.0％）減少し35,541百万円と

なったことに伴い、セグメント利益は前年同期比205百万円（7.5％）減少の2,543百万円となりました。

（不動産事業等）

当第２四半期連結累計期間については、兼業事業売上高が前年同期比317百万円（50.2％）減少の315百万円

となりましたので、セグメント利益は前年同期比244百万円（88.2％）減少の32百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は、5,369百万円となり、前連結会計

年度末比1,319百万円の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは4,038百万円の支出超過（前年同期は1,480百万円の支出超過）となりま

した。主な要因は、税金等調整前四半期純利益479百万円、売上債権の回収による完成工事未収入金等の減少

2,097百万円、未成工事受入金の増加2,897百万円等の収入要因がありましたが、未成工事支出金の増加1,782百

万円、仕入債務の減少7,149百万円等の支出要因があったことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは1,074百万円の支出超過（前年同期は2,217百万円の収入超過）となりま

した。主な要因は、投資有価証券の売却による収入48百万円がありましたが、有形固定資産の取得による支出

1,086百万円等があったことによるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは6,432百万円の収入超過（前年同期は4,657百万円の収入超過）となりま

した。主な要因は、借入金の増加6,585百万円、配当金の支払い151百万円等であります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は35百万円であります。なお、研究開

発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,000,000

計 65,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 27,060,000 27,060,000
名古屋証券取引所

市場第２部

単元株式数

1,000株

計 27,060,000 27,060,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 27,060,000 － 1,594 － 1,746
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

東海旅客鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 2,139 7.90

名工建設社員持株会 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 1,852 6.84

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,200 4.43

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 1,006 3.72

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 948 3.50

株式会社北陸銀行 富山市堤町通り一丁目２番26号 913 3.37

興和株式会社 名古屋市中区錦三丁目６番29号 635 2.34

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町７番地 632 2.33

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 574 2.12

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区鳴海一丁目８番11号 557 2.05

計 － 10,459 38.65

（注）上記のほか、自己株式が1,813千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,915,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,880,000 24,880 －

単元未満株式 普通株式    265,000 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 27,060,000 － －

総株主の議決権 － 24,880 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）      

名工建設㈱
名古屋市中村区

名駅一丁目１番４号
1,813,000 － 1,813,000 6.69

      

（相互保有株式）      

㈱濃建
不破郡垂井町

1856－１
45,000 － 45,000 0.16

㈱鈴木軌道
大府市共和町

二丁目５番４号
36,000 － 36,000 0.13

㈲稲津組
静岡市清水区

七ッ新屋一丁目４－５
11,000 － 11,000 0.04

㈲春日井軌道工業
恵那市武並町

竹折1701－１
5,000 － 5,000 0.01

㈲石垣工業 高山市花里町三丁目67 5,000 － 5,000 0.01

計 － 1,915,000 － 1,915,000 7.07
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）取締役の状況

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

常務執行役員

管理本部長

監査部担当

コンプライアンス部担当

取締役

常務執行役員

管理本部長

監査部担当

佐藤　武男 平成26年７月１日

 

（２）執行役員の状況

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

－

執行役員

土木本部副本部長

新幹線大規模改修本部長

－

執行役員

土木本部

副本部長

衣斐　信行 平26成年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から

平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,050 5,369

受取手形・完成工事未収入金等 32,529 30,435

未成工事支出金 855 2,638

その他のたな卸資産 ※１ 355 ※１ 413

繰延税金資産 787 837

その他 2,601 3,977

貸倒引当金 △239 △204

流動資産合計 40,939 43,467

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,010 3,914

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 655 723

土地 4,119 4,130

リース資産（純額） 1 1

建設仮勘定 620 1,435

有形固定資産合計 9,408 10,204

無形固定資産   

ソフトウエア 399 379

その他 58 39

無形固定資産合計 458 419

投資その他の資産   

投資有価証券 12,444 14,711

その他 1,383 740

貸倒引当金 △307 △302

投資その他の資産合計 13,521 15,149

固定資産合計 23,388 25,773

資産合計 64,327 69,241
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 22,881 15,878

短期借入金 1,922 9,807

未払法人税等 905 241

未成工事受入金 922 3,819

完成工事補償引当金 44 44

工事損失引当金 129 105

賞与引当金 1,402 841

役員賞与引当金 31 9

その他 2,050 3,736

流動負債合計 30,291 34,484

固定負債   

長期借入金 3,300 2,000

繰延税金負債 1,893 2,808

退職給付に係る負債 1,788 1,043

その他 126 107

固定負債合計 7,107 5,959

負債合計 37,398 40,444

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,594 1,594

資本剰余金 1,823 1,823

利益剰余金 21,113 21,429

自己株式 △945 △946

株主資本合計 23,585 23,900

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,808 5,317

退職給付に係る調整累計額 △611 △562

その他の包括利益累計額合計 3,197 4,755

少数株主持分 145 141

純資産合計 26,928 28,797

負債純資産合計 64,327 69,241
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 ※１ 35,621 ※１ 34,728

売上原価 32,593 32,131

売上総利益 3,027 2,597

販売費及び一般管理費 ※２ 2,346 ※２ 2,243

営業利益 681 353

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 97 104

受取地代家賃 31 32

その他 45 24

営業外収益合計 174 161

営業外費用   

支払利息 36 33

その他 18 2

営業外費用合計 54 35

経常利益 801 479

特別利益   

固定資産売却益 285 1

投資有価証券売却益 13 1

特別利益合計 299 3

特別損失   

固定資産売却損 201 0

固定資産除却損 19 2

投資有価証券評価損 28 －

その他 1 0

特別損失合計 251 2

税金等調整前四半期純利益 849 479

法人税等 342 172

少数株主損益調整前四半期純利益 506 307

少数株主損失（△） △4 △4

四半期純利益 511 311
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 506 307

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,459 1,510

退職給付に係る調整額 － 48

その他の包括利益合計 1,459 1,558

四半期包括利益 1,966 1,865

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,969 1,868

少数株主に係る四半期包括利益 △3 △3
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 849 479

減価償却費 401 366

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △40

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 2 △0

工事損失引当金の増減額（△は減少） △62 △24

賞与引当金の増減額（△は減少） △328 △561

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △17 △22

退職給付引当金の増減額（△は減少） 76 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △684

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △96 －

受取利息及び受取配当金 △97 △104

支払利息 36 33

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △13 △1

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 28 －

有形固定資産売却損益（△は益） △84 △1

有形固定資産除却損 19 2

売上債権の増減額（△は増加） 200 2,097

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,666 △1,782

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △6 △46

その他の資産の増減額（△は増加） △81 △493

仕入債務の増減額（△は減少） △1,399 △7,149

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,262 2,897

その他の負債の増減額（△は減少） △142 1,814

その他 △0 △0

小計 △1,124 △3,222

利息及び配当金の受取額 97 104

利息の支払額 △37 △32

法人税等の支払額 △415 △887

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,480 △4,038
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △375 △1,086

有形固定資産の売却による収入 2,663 6

固定資産の除却による支出 △16 △4

無形固定資産の取得による支出 △89 △37

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 35 48

貸付金の回収による収入 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,217 △1,074

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,085 6,585

長期借入れによる収入 650 200

長期借入金の返済による支出 △950 △200

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △126 △151

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,657 6,432

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,394 1,319

現金及び現金同等物の期首残高 3,879 4,050

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 9,273 ※ 5,369
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数の割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均

割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が803百万円、退職給付に係る負債が1,044

百万円それぞれ減少し、利益剰余金が156百万円、繰延税金負債が85百万円それぞれ増加しております。また、

当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微でありま

す。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の算定方法）

税金費用の算定については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．その他のたな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

販売用不動産 288百万円 296百万円

材料貯蔵品 54 56

不動産事業支出金 12 60

計 355 413

 

　２．保証債務

　連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入に対して保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

㈱プレサンスコーポレーション（手付保証） 68百万円 －百万円

京都軌道建設㈱（金融機関からの借入） 35 40

従業員（金融機関からの借入） 13 12

門真市立中学校ＰＦＩ事業㈱（注） 8 8

計 125 60

（注）門真市立中学校ＰＦＩ事業株式会社（当社の関連会社）の金融機関からの借入金について一切の債務を担

保するため、劣後貸付債権根譲渡担保権設定契約を締結しております。

　３．当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく借入未実行残高等は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

当座貸越極度額 14,500百万円 14,500百万円

借入実行残高 900 6,000

差引額 13,600 8,500
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連

結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、

第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといった季節的変動があります。

※２．このうち、主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

従業員給料手当 833百万円 808百万円

賞与引当金繰入額 189 179

減価償却費 148 131

退職給付費用 86 81

役員賞与引当金繰入額 8 9

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金預金勘定 9,273百万円 5,369百万円

現金及び現金同等物 9,273 5,369
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月20日

取締役会
普通株式 126 5 平成25年３月31日 平成25年６月11日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月28日

取締役会
普通株式 126 5 平成25年９月30日 平成25年11月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月21日

取締役会
普通株式 151 6 平成26年３月31日 平成26年６月11日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月４日

取締役会
普通株式 138 5.5 平成26年９月30日 平成26年11月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業 不動産事業等 合計

売上高      

外部顧客への売上高 35,027 593 35,621 － 35,621

セグメント間の内部売上高

又は振替高
860 39 899 △899 －

計 35,887 633 36,520 △899 35,621

セグメント利益 2,749 277 3,026 △2,345 681

（注）１．セグメント利益の調整額△2,345百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△2,346百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに

帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業 不動産事業等 合計

売上高      

外部顧客への売上高 34,474 253 34,728 － 34,728

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,066 61 1,128 △1,128 －

計 35,541 315 35,856 △1,128 34,728

セグメント利益 2,543 32 2,576 △2,223 353

（注）１．セグメント利益の調整額△2,223百万円には、セグメント間取引消去20百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△2,243百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに

帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24

年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用

指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、

割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数の割引率から退職給付の支払見込期間及

び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

この変更に伴う当第２四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 20円25銭 12円33銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 511 311

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 511 311

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,252 25,246

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次の通りであります。

(1)　決議年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年11月４日

(2)　中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　138百万円

(3)　１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　　５円50銭

(4)　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成26年11月26日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月７日

名工建設株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　川　昌　美　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 倉　持　直　樹　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名工建設株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名工建設株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告提出

会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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